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1. 平成26年3月期の連結業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日） 

（注）当社は、平成23年10月３日に単独株式移転により設立されたため、平成25年３月期の対前期増減率は記載しておりません。 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期 42,141 0.3 4,284 5.0 4,386 10.4 1,942 26.6
25年3月期 42,000 ― 4,080 ― 3,974 ― 1,534 ―

（注）包括利益 26年3月期 2,023百万円 （4.8％） 25年3月期 1,931百万円 （―％）

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

自己資本当期純利益
率

総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

26年3月期 91.25 ― 13.8 17.2 10.2
25年3月期 73.72 ― 12.3 15.2 9.7

（参考） 持分法投資損益 26年3月期 ―百万円 25年3月期 ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期 25,528 15,790 58.0 693.23
25年3月期 25,384 14,096 52.2 624.58

（参考） 自己資本 26年3月期 14,806百万円 25年3月期 13,246百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

26年3月期 4,117 △212 △1,762 3,674
25年3月期 2,709 △1,457 △2,749 1,372

2. 配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

25年3月期 ― 12.00 ― 12.00 24.00 507 32.6 4.0
26年3月期 ― 12.00 ― 13.00 25.00 533 27.4 3.8
27年3月期(予想) ― 13.00 ― 13.00 26.00 27.5

3. 平成27年 3月期の連結業績予想（平成26年 4月 1日～平成27年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 20,600 1.6 2,000 △4.1 1,990 △8.6 1,080 2.0 50.56
通期 43,000 2.0 4,380 2.2 4,420 0.8 2,020 4.0 94.57



※ 注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年3月期 21,873,024 株 25年3月期 21,873,024 株
② 期末自己株式数 26年3月期 514,388 株 25年3月期 663,753 株
③ 期中平均株式数 26年3月期 21,284,407 株 25年3月期 20,816,570 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、連結財務諸表に対する監査手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に 
基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。 
 また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての 
注意事項等については、添付資料２ページ「１．経営成績・財政状態に関する分析（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 
 
（決算補足説明資料の入手方法について） 
 決算補足説明資料は、本日より当社ホームページに掲載する予定です。 
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す。

 

- 1 -

栄光ホールディングス㈱（6053）　平成26年３月期　決算短信



１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

①当連結会計年度の概況

当連結会計年度におけるわが国の経済は、輸出や公共投資が増加したことなどから、大企業を中心に企業収益が改

善し回復基調となりましたが、消費税増税の影響や物価上昇懸念などもあり、景気の先行きは不透明な状況で推移い

たしました。 

当教育サービス業界におきましては、従来からの少子化傾向による学齢人口の減少もあり、厳しい経営環境が続い

ております。しかしながら、小学校における英語指導の開始時期の早期化や大学入試制度改革等の教育制度の見直

し、教育資金贈与の非課税制度のように教育を支援する制度の創設など、教育を取り巻く環境は大きく変化しており

ます。また、スマートフォンやタブレット端末を用いた学習方法が広がりを見せるなど、学習そのものも急速に変化

しており、社会の当業界への期待も高まっております。 

このような状況のもと、当社グループは、従前より事業領域を教育サービス分野に特化し、経営資源を集中するこ

とにより、学習塾を中心とする「既存市場の深耕」に注力してまいりました。 

また、日本初の民間総合教育サービス企業を目指す当社グループは、時代とともに変化する教育ニーズに対応する

ため、「４つのボーダーレス」を成長戦略に掲げ、新たなサービスにも積極的に取り組んでおります。具体的には、

①垂直（顧客層のボーダーレス：幼児からシニアまで生涯にわたって提供する教育サービス）、②水平（事業領域の

ボーダーレス：「学び」を広くとらえた多様な学習支援サービス）、③グローバル（事業エリアのボーダーレス：海

外における教育サービスの展開）、④公教育（教育における官民のボーダーレス：民間教育ノウハウの提供による公

教育支援）の４つのボーダーを超える事業展開を進めております。 

当連結会計年度においては、水平及びグローバル展開の一環として、平成26年１月29日付で留学・国際関連事業を

展開するテイエス企画㈱と業務提携契約を締結すると同時に、業務提携委員会を設置し国内外における留学生マーケ

ット等での協業に関しての検討を開始いたしました。 

また、当社の子会社である㈱アカデミーガーデン及びEIKOH SEMINAR AUSTRALIA PTY. LTD.の２社については、上

記の成長戦略により重要性が増したことから、当連結会計年度から連結対象としております。 

これらの結果、当連結会計年度における当社グループの業績は、前年同期の水準をやや上回り、売上高は42,141百

万円（前期比0.3％増）となりました。利益面では、営業利益は4,284百万円（同5.0％増）、経常利益は4,386百万円

（同10.4％増）、当期純利益は1,942百万円（同26.6％増）となっております。 

セグメント別の業績は次のとおりであります。

〔教育事業〕

学習塾部門（学習塾「栄光ゼミナール」等）におきましては、主軸となる「栄光ゼミナール」を中心に㈱栄光の

強みである首都圏での集中的な出校と併せて、高まる公立校人気に対応した高校受験向け教室の拡大など、今後見

込まれる顧客ニーズにあわせ機動的にエリア展開を行い、17校を新設、３校を統廃合し、教室数は合計で435校に

なりました。期中平均生徒数は前年同期の水準に至らず69,542名（前期比2.4％減）となりましたが、開発を進め

ておりましたタブレット端末を活用した指導を平成26年４月より開始するなど、新たな指導方法にも取り組んでお

り、お客様に選ばれるサービスを提供するため、引き続き開発・改善を続けてまいります。 

語学教育部門（語学教室「シェーン英会話」等）におきましては、収益性を踏まえた教室展開の見直し等を行

い、当連結会計年度中に新たに16校を開設する一方で４校を統廃合したことにより187校（フランチャイズ教室50

校を含む）となり、期中平均生徒数は20,327名（同4.5％増）となりました。また、留学支援や企業研修支援の事

業も着実に成果をあげ、部門損益を増収・増益とすることができました。 

これらの結果、当連結会計年度の教育事業の業績は、売上高は34,144百万円（前期比0.2％増）、セグメント利

益は5,303百万円（同0.1％増）となりました。 

 

〔教育ソリューション事業〕

教育ソリューション事業（学校、学習塾等の教育機関に対する総合支援事業）におきましては、学習塾用教材・

テストの販売を行う教育コンテンツ部門、私学の生徒募集活動を支援する募集広告部門「スクールネットワー

ク」、教職員の派遣・紹介部門「イー・スタッフ」、語学教材等の販売を行う語学教材部門等の各部門が、部門間

及びグループ各社の連携を深めることにより、ソリューションの強化を推進しております。 

当連結会計年度の教育ソリューション事業の業績は、新学習指導要領の実施に伴う改訂教材の販売が一巡したこ

となどにより販売実績が前年同期に至らなかった一方で、原価率が改善されたことにより、売上高は6,645百万円

（前期比0.6％減）、セグメント利益は816百万円（同28.0％増）となりました。 
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〔その他の事業〕

その他の事業におきましては、印刷部門等が、教育事業及び教育ソリューション事業と連携して事業展開を図っ

ており、当連結会計年度のその他の事業の業績は、売上高は1,351百万円（前期比9.6％増）、セグメント利益は

116百万円（同21.9％減）となりました。 

 

≪参考情報≫

当社は、当社グループの持株会社として、㈱栄光の単独株式移転により平成23年10月３日に設立されたため、平

成24年３月期は平成23年10月３日から平成24年３月31日までの約６カ月間となっておりますので、㈱栄光の平成24

年３月期第２四半期並びに当社の平成24年３月期の連結業績の概要を比較参考情報として記載しております。

（単位：百万円）

 
ご参考 

㈱栄光（連結） 
栄光ホールディングス㈱ 

区   分 
平成24年３月期 

第２四半期 
平成24年３月期 平成25年３月期 

平成26年３月期 
（当連結会計年度） 

売 上 高 20,433 21,047 42,000 42,141

営 業 利 益 2,296 1,730 4,080 4,284

経 常 利 益 2,152 1,717 3,974 4,386

当 期 純 利 益 1,002 293 1,534 1,942

 

②次連結会計年度の見通し

次連結会計年度におきましては、「４つのボーダーレス」の成長戦略のもと新規展開を推進するとともに、既存事

業の基盤強化をさらに進めることを計画しております。業績につきましては、連結売上高は43,000百万円、連結営業

利益は4,380百万円、連結経常利益は4,420百万円、連結当期純利益は2,020百万円を見込んでおります。 

セグメント別の主な施策は次のとおりであります。

〔教育事業〕

教育事業の学習塾部門におきましては、「栄光ゼミナール」を中心に運営効率の向上を目的とした既存校の一

層の充実と併せて、マーケット状況により新校展開を行う一方で、蓄積された市場分析情報を活用した新たな取

り組みとして、ターゲットを絞った効果的な販促活動により、生徒数の伸長を目指してまいります。 

また、さらなる顧客満足度の向上を目指し、教師の人材育成並びにエリアや教室の特性に合わせた人材配置の

見直しのほか、平成26年４月より開始しているタブレット端末を活用した指導の浸透、ウェブを活用した教材の

普及等、サービス・商品ラインナップの充実にも引き続き注力してまいります。 

語学教育部門におきましては、子会社化以降の黒字転換に引き続き、既存校の一層の充実と新校展開、企業や

私立学校への英語講師派遣ビジネス等を積極的に推進し、業績のさらなる向上を図ってまいります。 

 

〔教育ソリューション事業〕

教育コンテンツ部門におきましては、新学習指導要領の実施を受けて需要の増加が見込まれる教科書準拠のワ

ークブック等の販売を引き続き推進するほか、業務提携先との連携による新教材の開発、商材のラインナップの

充実と販路の拡大に注力する方針であります。また、語学教材部門におきましても、グループ各社と連携して、

営業力及び商品開発力の強化に努めてまいります。 

また、受託を順調に増やしている公立学校への専門講師の派遣や補習支援など、公教育支援事業についても基

盤構築にさらに注力してまいります。 

 

〔その他の事業〕

その他の事業におきましては、印刷部門について、仕入先や外注先の海外開拓による価格競争力の強化、コンテ

ンツ制作等における新しいビジネスモデルの開発等に引き続き努める方針であります。 
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（２）財政状態に関する分析

〔資産、負債及び純資産の状況〕

当連結会計年度末の財政状態については、資産の額は25,528百万円となりました。流動資産は9,740百万円と

なり、主な内容は、現金及び預金3,739百万円並びに受取手形及び売掛金2,907百万円であります。固定資産は

15,787百万円となり、主な内容は、建物及び構築物などの有形固定資産が7,692百万円、のれんなどの無形固定

資産が2,246百万円、敷金及び保証金などの投資その他の資産が5,848百万円であります。 

負債の額は、9,738百万円となりました。流動負債は7,110百万円で、主な内容は、未払費用2,207百万円等で

あります。固定負債は2,628百万円で、主な内容は、退職給付に係る負債2,016百万円等であります。 

純資産の額は、15,790百万円であります。 

 

〔キャッシュ・フローの状況〕

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、営業活動による収入が4,117百万円となりましたが、一方で

投資活動による支出が212百万円、財務活動による支出が1,762百万円となり当連結会計年度の期首に比べ、

2,301百万円増加し3,674百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、当連結会計年度には4,117百万円の収入となりました。これは主

に、税金等調整前当期純利益3,089百万円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、当連結会計年度には212百万円の支出となりました。これは主に、

有形固定資産等の取得による支出582百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、1,762百万円の支出となりました。これは主に、借入金の返済によ

る支出1,306百万円等によるものであります。 

 

〔キャッシュ・フロー関連指標の推移〕

  平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期

自己資本比率（％） 43.3 52.2 58.0

時価ベースの自己資本比率（％） 34.8 68.5 72.0

キャッシュ・フロー 

対有利子負債比率（年）
－ 1.0 0.3

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） － 64.6 228.3

・自己資本比率：自己資本／総資産

・時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

・キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

・インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注）１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

２．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

３．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

４．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象と

しております。
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、「４つのボーダーレス」の成長戦略のもと、新規サービスの開発等にも積極的に投資を行っております

が、配当方針につきましては、従来どおり、株主の皆様に対する利益還元を経営上の重要施策とし、経営環境の変

化や投資計画の進捗等を考慮しつつ、業績に応じた成果配分を行うことを基本方針としております。 

当連結会計年度におきましては、本日（平成26年５月14日）発表の「剰余金の配当（増配）に関するお知らせ」

のとおり、今期の実績等を総合的に勘案し、期末配当金を１株当たり１円増配の13円とし、年間配当金を中間配当

金12円と合わせて１株当たり25円とさせていただく予定であります。 

また、次連結会計年度におきましては、当社グループの持続的な成長のための施策等を考慮し、中間配当金を１

株当たり１円増配の13円、期末配当金を１株当たり13円とし、年間配当金を１株当たり１円増配の26円とさせてい

ただく予定であります。 

 

（４）事業等のリスク

当社グループの事業活動、経営成績、株価等に影響を及ぼす可能性のあるリスクとしては、次の事項が想定され

ます。

なお、文中の将来に関する記載は、本資料の発表日（平成26年５月14日）現在の当社グループの判断に基づくも

のであります。

①災害等発生によるリスク

当社グループは、教育事業の「栄光ゼミナール」「シェーン英会話」のほか、全国各地に事業所を展開しており

ます。これらの拠点が地震、火災、重大事故等の災害に巻き込まれた場合、顧客や従業員、設備等に重大なダメー

ジが及ぶ恐れがあります。また、各拠点の所在地周辺で新型インフルエンザ等の感染症が発生し、なおかつその流

行が長期化した場合、業務の遂行・継続に支障を来す恐れがあります。これらのリスクを回避するため、有事に備

えての支援体制・マニュアルの整備、安全対策研修の継続的な実施等の取り組みを行ってまいりましたが、平成23

年３月の東日本大震災の発生を受け、宮城県内在勤の従業員からの報告内容等も踏まえて、安全対策上の施策の総

点検を行うとともに、継続して改良に努めております。しかしながら、これらの取り組みにもかかわらず、想定を

大きく上回る規模で災害等が発生した場合、人的・物的・金銭的な損害が生じ、当社グループの業績に重大な影響

を及ぼす可能性があります。

 

②ブランドリスク

当社グループは、教育事業におきまして、学習塾「栄光ゼミナール」及び語学教室「シェーン英会話」等を展開

しております。学習塾部門では、サービスの充実を図るため、「保護者なんでも相談室」を設置し、寄せられたご

意見や問題点の指摘も踏まえて適宜教室や従業員への指導・監督を行っております。また、語学教育部門におきま

しても、社内体制や業務の再構築を進め、指導・監督機能の強化を図っております。しかしながら、これらの取り

組みにもかかわらず、何らかの原因により顧客や社会からの信頼が損なわれブランドイメージが著しく低下した場

合、生徒数が減少し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

③人材確保及び育成のリスク

当社グループは、教育事業の学習塾部門におきまして、優秀な非常勤講師を多数確保する必要があります。この

ため、募集活動にあたる部署の強化のほか、教室のエリアごとに集中研修を実施するなど、採用後のレベルアップ

にも絶えず注力しております。同様に語学教育部門におきましても、優秀なネイティブ講師の確保が不可欠なた

め、英国内の機関とも連携して、ＴＥＳＯＬ（Teaching English to Speakers of Other Languages 英語を母国

語としない人に英語を教授する資格）の有資格者を中心に講師の採用に注力しております。

しかしながら、これらの取り組みにもかかわらず、講師の継続的かつ安定的な採用・育成が困難になった場合、

教室での指導の質が低下し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

④個人情報取扱いのリスク 

当社グループは、教育事業におきまして、多数の顧客の個人情報をデータベース化し学習指導等に利用している

ほか、すべての事業において、顧客、取引先、従業員等の個人情報を保有しております。これらの情報の流出・漏

えいを防止し適正に利用するため、社内の管理体制の整備・運用、従業員の意識向上を目的とする研修の実施等の

施策を推進しております。

しかしながら、これらの取り組みにもかかわらず、何らかの原因により個人情報が流出した場合、当社グループ

への信用が失われ、業績に影響を及ぼす可能性があります。
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⑤システム障害発生のリスク

当社グループは、教育事業におきまして、コンピュータシステム及びネットワーク網を整備することにより教室

の事務・経理処理を集約しているほか、すべての事業において、顧客管理・人事処理・会計業務等にシステムを導

入しております。これらのシステムを適正かつ継続的に運用するため、専門部署による稼動状況の監視と安全性の

検証、情報管理規程類の運用等を行っております。

しかしながら、これらの取り組みにもかかわらず、何らかの原因によりシステムに障害が発生した場合、業務遂

行が困難になり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑥法的規制強化のリスク

当社グループは、教育事業におきましては、消費者契約法や特定商取引法等、さまざまな法的規制のもとで事業

活動を行っております。これらの法令遵守を徹底するため、コンプライアンス研修等を実施しているほか、関係省

庁や全国学習塾協会、全国外国語教育振興協会の指導も受けながら、法令や契約等に関連する社内制度・管理体制

の継続的な改善に努めております。

しかしながら、法的規制が著しく強化された場合には、これに対応するための費用の発生や減収により、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑦のれんの計上によるリスク

当社グループは、連結貸借対照表に相当額ののれんを計上しております。これらを対象とする事業において、業

績拡大、企業価値の向上への取り組みにもかかわらず、経営環境や事業の状況の著しい変化等により収益性が低下

した場合には、のれんの減損損失の発生により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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２．企業集団の状況

当社グループは、学習塾、語学教室等の運営を行う教育事業、教育関連機関への支援を行う教育ソリューション事

業を主たる事業としております。

当社グループの事業の内容について図示すると次のとおりであります。

 

（注）１．上記に記載していない関係会社は以下のとおりであります。

非連結子会社 EIKOH VIETNAM Co.,Ltd.

持分法適用除外関連会社 ㈱ファカルタス、㈱アイ・シー・イー綜合教育研究所

その他の関係会社 ㈱進学会、㈲進学会ホールディングス、㈱増進会出版社

２．平成26年３月27日付で㈱栄光が所有する㈱栄光アースの全株式を栄光ホールディングス㈱に譲渡しておりま

す。

３．平成26年３月28日付で㈱栄光が所有する㈱ライトワークスの全株式を譲渡しております。

４．平成26年３月31日付で㈱学伸社は解散しております。

５．平成26年４月１日付で㈱栄光リアルエステートを吸収合併存続会社、㈱栄光アースを吸収合併消滅会社とし

て合併しており、同日付で㈱栄光リアルエステートは㈱栄光アースに商号変更しております。

６．平成26年５月１日付で㈱栄光が所有する㈱アカデミーガーデンの全株式を栄光ホールディングス㈱に譲渡し

ております。 

 

 

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

平成24年３月期決算短信（平成24年５月15日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省

略しております。

当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。

（当社ホームページ）

http://www.eikoh-hd.co.jp/ 

（東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ））

http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html 
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（２）目標とする経営指標

当社グループは、継続的な利益還元と事業展開に不可欠な資金の確保に関する指標としてのほか、経営の効率化

の観点からも、連結売上高営業利益率10％超を目標としております。 

事業の方向性を教育に特化する方針のもと、教育サービスの拡充とグループ経営の効率化を加速した平成20年３

月期以降、連結売上高営業利益率は毎期伸長し、当連結会計年度には10.2％となり目標に到達することができまし

た。 

次連結会計年度におきましても、引き続き成長性と効率性を意識した事業活動を展開し、一層高度な成果の実現

を目指してまいります。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略

かつてないスピードで世界がつながり、あらゆる分野での技術革新により一人ひとりの生き方が多様化し、生涯

にわたって継続的に学ぶ時代となりました。そうした中、急速に変化する顧客のニーズに応えるためのキーワード

が「４つのボーダーレス」であります。 

① 幼児からシニアまで、生涯にわたる教育サービスを提供する「垂直」展開（顧客層のボーダーレス） 

② 学習塾の境界を超えて、広く多様な学びのニーズに応える「水平」展開（事業領域のボーダーレス） 

③ 海外において、当社の既存及び新規の教育サービスを提供する「グローバル」展開（事業エリアのボーダー

レス） 

④ 学校運営の支援や専門講師の派遣等、民間教育ノウハウを提供することにより公教育を支援する「公教育」

展開（教育における官民のボーダーレス） 

これらに対応していくことが日本初の民間総合教育サービス企業を目指す当社グループにとって不可欠と考え、

経営資源を積極的に投入してまいります。 

また、新規展開に向けた既存事業の基盤強化をさらに進めることも計画しており、さらなる収益力向上を目指

し、蓄積されたマーケット分析情報を最大限活用して、効率的かつ効果的に教室の新設及び統廃合を行うことで運

営効率の向上を目指します。 

 

（４）会社の対処すべき課題

日本初の民間総合教育サービス企業を目指す当社グループは、持株会社体制の整備と事業領域の拡大、アライア

ンスの活用・深化を進め、体質強化を図ってまいりました。現在、それらをさらに推し進め、急速に変化する顧客

のニーズに応えるため、「４つのボーダーレス」を成長戦略に掲げ、その達成に向けた課題に取り組んでおりま

す。 

① 多様化する顧客ニーズに対応した教育サービスの開発・展開

当社グループの主な事業領域である学習塾業界は、少子化による学齢人口の減少という市場規模自体の縮小傾

向等により、大規模事業者を中心に激しい顧客獲得競争が続いております。こうした環境のもと、企業として持

続的な成長を遂げていくためには、ａ．限られた世代だけでなく生涯を通じて１人ひとりに最適なサービスを展

開すること、ｂ．既存の顧客層の多彩なニーズに対応し、新たな教育サービスを提供すること、ｃ．グローバル

展開、ｄ．日本における公教育の民間委託、民間教育ノウハウの導入を見据えた公教育支援ビジネスの構築など

が不可欠と認識しており、積極的な新規事業提案を促進しております。また、既存事業の深化に向けては、人材

の育成や配置の見直し、ターゲットを絞った効果的な販促活動に取り組んでおります。 

 

② サービス充実に向けたアライアンス戦略の活用・深化

当社グループは、多様化する顧客ニーズに対して、より魅力的な教育サービスを開発・提供するとともに、重

点課題である隣接市場の開拓を促進するため、複数のアライアンスを構築・活用しております。 

㈱増進会出版社（Ｚ会グループ）とは、さまざまな事業分野に関連する協働・協力が徐々に進展しておりま

す。語学教育部門では、平成22年に㈱シェーンコーポレーション、㈱ネリーズのＭ＆Ａを実施しており、さらに

本年はトフルゼミナールを運営しているテイエス企画㈱と業務提携契約を締結しております。また、本日付で、

㈱ウィザスとも双方の強みを活用することを目的として業務提携契約を結び、事業の強化・深耕を進めておりま

す。 

当社グループは、当社グループが日本初の民間総合教育サービス企業へ成長していくためには、アライアンス

戦略が極めて重要なファクターになるものと認識しており、今後も積極的な活用とともに各社との協力関係の強

化に努める方針であります。 
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,438,995 3,739,750 

受取手形及び売掛金 2,750,088 2,907,727 

有価証券 77,172 70,849 

商品及び製品 1,509,296 1,149,651 

仕掛品 154,447 109,523 

原材料及び貯蔵品 74,539 84,872 

繰延税金資産 155,191 194,279 

その他 1,579,424 1,490,121 

貸倒引当金 △9,305 △5,882 

流動資産合計 7,729,851 9,740,893 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 7,317,978 7,388,443 

減価償却累計額 △3,288,821 △3,405,566 

建物及び構築物（純額） 4,029,156 3,982,876 

土地 3,141,572 3,331,080 

建設仮勘定 9,788 - 

その他 1,903,473 1,921,818 

減価償却累計額 △1,531,886 △1,543,425 

その他（純額） 371,586 378,392 

有形固定資産合計 7,552,103 7,692,350 

無形固定資産    

のれん 1,026,387 846,590 

その他 1,376,957 1,400,247 

無形固定資産合計 2,403,344 2,246,838 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,384,003 1,787,996 

関係会社株式 165,220 52,759 

長期貸付金 218,008 188,314 

敷金及び保証金 3,096,820 3,054,845 

繰延税金資産 641,530 759,478 

その他（純額） 2,593,724 343,032 

貸倒引当金 △399,767 △338,287 

投資その他の資産合計 7,699,540 5,848,139 

固定資産合計 17,654,988 15,787,328 

資産合計 25,384,839 25,528,221 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 1,257,545 1,257,105 

短期借入金 2,315,047 1,207,860 

未払費用 2,188,486 2,207,397 

未払法人税等 981,372 352,559 

前受金 586,754 673,118 

返品調整引当金 15,227 18,429 

賞与引当金 18,537 19,412 

資産除去債務 55,159 67,766 

その他 1,435,706 1,306,514 

流動負債合計 8,853,837 7,110,164 

固定負債    

長期借入金 385,750 186,770 

退職給付引当金 1,917,829 - 

退職給付に係る負債 - 2,016,781 

従業員持株会信託分配引当金 - 63,533 

その他 131,378 360,921 

固定負債合計 2,434,957 2,628,006 

負債合計 11,288,795 9,738,171 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,265,711 2,265,711 

資本剰余金 3,172,189 3,227,674 

利益剰余金 7,755,244 9,259,012 

自己株式 △274,887 △213,092 

株主資本合計 12,918,258 14,539,305 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 328,668 250,720 

為替換算調整勘定 - 16,493 

その他の包括利益累計額合計 328,668 267,214 

少数株主持分 849,117 983,529 

純資産合計 14,096,044 15,790,050 

負債純資産合計 25,384,839 25,528,221 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

売上高 42,000,471 42,141,762 

売上原価 27,794,279 27,753,250 

売上総利益 14,206,191 14,388,511 

販売費及び一般管理費    

広告宣伝費 2,635,475 2,822,872 

給料及び手当 2,915,465 2,840,402 

退職給付費用 89,828 65,522 

貸倒引当金繰入額 5,073 12,112 

賞与引当金繰入額 34,152 33,504 

従業員持株会信託分配引当金繰入額 - 27,549 

その他 4,445,341 4,301,724 

販売費及び一般管理費合計 10,125,336 10,103,688 

営業利益 4,080,855 4,284,823 

営業外収益    

受取利息 4,549 7,694 

受取配当金 18,113 33,866 

投資有価証券売却益 2,265 102,601 

受取賃貸料 351,609 369,090 

その他 80,188 44,180 

営業外収益合計 456,726 557,433 

営業外費用    

支払利息 41,001 17,352 

賃貸費用 501,987 389,182 

その他 19,986 49,718 

営業外費用合計 562,975 456,252 

経常利益 3,974,606 4,386,004 

特別利益    

固定資産売却益 10,062 14,282 

特別利益合計 10,062 14,282 

特別損失    

固定資産売却損 11,263 4,637 

賃貸用資産処分損 - 627,318 

事業整理損失 - 330,000 

減損損失 719,117 318,703 

その他 22,472 30,394 

特別損失合計 752,853 1,311,053 

税金等調整前当期純利益 3,231,815 3,089,232 

法人税、住民税及び事業税 1,559,566 1,090,246 

法人税等調整額 5,506 △106,112 

法人税等合計 1,565,073 984,133 

少数株主損益調整前当期純利益 1,666,742 2,105,099 

少数株主利益 132,001 162,830 

当期純利益 1,534,740 1,942,268 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 1,666,742 2,105,099 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 264,299 △77,562 

為替換算調整勘定（税引前） - △3,828 

その他の包括利益合計 264,299 △81,391 

包括利益 1,931,041 2,023,707 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 1,795,910 1,860,491 

少数株主に係る包括利益 135,131 163,215 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,265,711 3,098,659 6,717,541 △505,875 11,576,036 

当期変動額           

剰余金の配当 - - △497,036 - △497,036 

当期純利益 - - 1,534,740 - 1,534,740 

自己株式の取得 - - - △121 △121 

自己株式の処分 - 73,530 - 231,109 304,639 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額） - - - - - 

当期変動額合計 - 73,530 1,037,703 230,987 1,342,221 

当期末残高 2,265,711 3,172,189 7,755,244 △274,887 12,918,258 

 

       

  その他の包括利益累計額 

少数株主持分 

  
その他有価証券評価

差額金 
その他の包括利益累

計額 

当期首残高 67,498 67,498 748,920 

当期変動額       

剰余金の配当 - - - 

当期純利益 - - - 

自己株式の取得 - - - 

自己株式の処分 - - - 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額） 

261,169 261,169 100,197 

当期変動額合計 261,169 261,169 100,197 

当期末残高 328,668 328,668 849,117 
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当連結会計年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,265,711 3,172,189 7,755,244 △274,887 12,918,258 

当期変動額           

連結子会社の増加による増加 - - 71,415 - 71,415 

剰余金の配当 - - △509,916 - △509,916 

当期純利益 - - 1,942,268 - 1,942,268 

自己株式の取得 - - - △119 △119 

自己株式の処分 - 55,484 - 61,914 117,398 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額） 

- - - - - 

当期変動額合計 - 55,484 1,503,767 61,794 1,621,047 

当期末残高 2,265,711 3,227,674 9,259,012 △213,092 14,539,305 

 

         

  その他の包括利益累計額 

少数株主持分 

  
その他有価証券評価

差額金 為替換算調整勘定 
その他の包括利益累

計額 

当期首残高 328,668 - 328,668 849,117 

当期変動額         

連結子会社の増加による増加 - - - - 

剰余金の配当 - - - - 

当期純利益 - - - - 

自己株式の取得 - - - - 

自己株式の処分 - - - - 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額） 

△77,947 16,493 △61,453 134,412 

当期変動額合計 △77,947 16,493 △61,453 134,412 

当期末残高 250,720 16,493 267,214 983,529 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 3,231,815 3,089,232 

減価償却費 934,216 993,950 

減損損失 719,117 318,703 

のれん償却額 178,360 179,796 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △38,499 2,792 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 167,929 98,952 

事業整理損失 - 330,000 

従業員持株会信託分配引当金の増減額（△は減

少） 
- 63,533 

受取利息及び受取配当金 △22,662 △41,561 

支払利息 41,001 17,352 

投資有価証券売却損益（△は益） △2,265 △102,601 

関係会社株式評価損 - 8,000 

固定資産除売却損益（△は益） 9,989 △4,061 

賃貸用資産処分損 - 627,318 

売上債権の増減額（△は増加） △129,291 △89,319 

たな卸資産の増減額（△は増加） △24,301 394,237 

仕入債務の増減額（△は減少） △189,301 △571 

その他 △266,026 △47,077 

小計 4,610,082 5,838,677 

法人税等の支払額 △2,027,075 △1,962,215 

法人税等の還付額 126,873 240,777 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,709,880 4,117,240 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △30,021 - 

定期預金の払戻による収入 130,000 - 

有形固定資産等の取得による支出 △723,328 △582,316 

有形固定資産等の売却による収入 80,196 1,321,195 

無形固定資産の取得による支出 △513,127 △540,022 

投資有価証券の取得による支出 △447,909 △669,426 

投資有価証券の売却による収入 14,496 226,356 

関係会社株式の売却による収入 － 35,160 

関係会社株式の取得による支出 △36,737 - 

貸付けによる支出 △76,289 △15,000 

貸付金の回収による収入 77,043 23,884 

利息及び配当金の受取額 22,709 41,160 

その他 45,302 △53,519 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,457,664 △212,526 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △200,000 △100,000 

長期借入れによる収入 － 100,000 

長期借入金の返済による支出 △1,951,723 △1,306,167 

社債の償還による支出 △100,000 - 

割賦債務の返済による支出 △267,164 △22,450 

自己株式の売却による収入 338,784 117,279 

配当金の支払額 △498,282 △510,177 

少数株主への配当金の支払額 △28,803 △28,803 

利息の支払額 △41,917 △18,034 

その他 △121 5,741 

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,749,229 △1,762,612 

現金及び現金同等物に係る換算差額 338 △4,580 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,496,674 2,137,520 

現金及び現金同等物の期首残高 2,869,548 1,372,873 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 - 164,235 

現金及び現金同等物の期末残高 1,372,873 3,674,628 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社は㈱栄光、㈱シェーンコーポレーション、㈱エデュケーショナルネットワーク、㈱ネリーズ、㈱学

伸社、㈱栄光リアルエステート、㈱エデュプレス及び㈱栄光アースの８社に加えて、当連結会計年度より、重要

性が増したため㈱アカデミーガーデン及びEIKOH SEMINAR AUSTRALIA PTY.LTD.の２社が新たに連結の範囲に加わ

り、10社となっております。

なお、上記連結子会社のうち、㈱学伸社は解散しております。 

(2）非連結子会社のEIKOH VIETNAM Co.,Ltd.は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため連結範囲から

除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

 非連結子会社のEIKOH VIETNAM Co.,Ltd.、関連会社㈱ファカルタス及び㈱アイ・シー・イー綜合教育研究所は、

それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

 移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

時価のないもの

 移動平均法による原価法

 なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価

証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書

を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

② たな卸資産

 主として商品及び製品のうち、教材等の出版物及び原材料及び貯蔵品については移動平均法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）、その他の商品及び仕掛品については個別法による原価法（収益性

の低下による簿価切下げの方法）によっております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

 有形固定資産は定率法、無形固定資産は定額法、長期前払費用については期限内均等償却によっております。

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）については、定額法を採用しており

ます。

 なお、建物（建物附属設備を除く。）については平成10年度の税制改正により耐用年数の短縮が行われており

ますが、平成10年４月１日前に取得したものについては、改正前の耐用年数を継続して適用しております。

 また、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ており、販売用ソフトウエアについては、販売見込数量または販売可能期間（３年）に基づく定額法によってお

ります。

- 16 -

栄光ホールディングス㈱（6053）　平成26年３月期　決算短信



(3）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

 売掛金、貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 返品調整引当金

 商品及び製品の返品に伴う損失に備えるため、過去の返品実績率を勘案した所要額を計上しております。

③ 賞与引当金

 一部の連結子会社については、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上

しております。

④ 従業員持株会信託分配引当金

 当社が導入している「従業員インセンティブ付与型ESOP」の終了に伴う従業員に対する分配金支払に備える

ため、当連結会計年度末の分配金支払見込額を計上しております。

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

(5）学習塾売上高の計上基準

 学習塾売上高のうち、授業料収入（講習会収入を含む。）及び維持費収入については、授業期間に対応して収

益計上し、教材費収入及びテスト費収入については、教材またはテスト提供時の属する連結会計年度の収益に計

上しております。

(6）のれんの償却方法及び償却期間

 のれんの償却については、主として８年間で均等償却しております。

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 手許現金及び随時引き出し可能な預金からなっております。

(8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

① 退職給付に係る負債の計上基準 

 退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額

に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

 数理計算上の差異については、発生年度に、一括費用処理することとしております。 

② 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 
 

（表示方法の変更）

（連結貸借対照表）

 前連結会計年度において、独立掲記していた「投資その他の資産」の「投資不動産」、「減価償却累計額」及

び「投資不動産（純額）」は、資産の総額の100分の５以下となったため、当連結会計年度より、「その他（純

額）」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組

替えを行っております。

 この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「投資その他の資産」の「投資不動産」、「減価償却

累計額」及び「投資不動産（純額）」にそれぞれ表示していた4,158,857千円、△1,983,062千円及び2,175,794千

円は、「その他（純額）」として組み替えております。

 

（追加情報）

（法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の修正） 

 平成26年３月31日に「所得税法等の一部を改正する法律」が公布され、平成26年４月１日以降開始する連結会

計年度より復興特別法人税が課されないこととなりました。これに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰

延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一

時差異については前連結会計年度の38.01％から35.64％に変更されております。 

 この税率の変更により繰延税金資産の純額に与える影響は軽微であります。 
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（セグメント情報等）

 セグメント情報

１．報告セグメントの概要

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。

 当社グループは、取り扱う商品・サービスを「教育」と「教育ソリューション」の２つの事業に区分し、そ

れぞれに事業本部を置き、各事業本部は、取り扱う商品・サービスについて包括的な事業戦略を立案し、事業

活動を展開しております。

 したがって、当社グループは事業本部を基礎とした事業区分別のセグメントから構成されており、「教育事

業」及び「教育ソリューション事業」の２つを報告セグメントとしております。

 「教育事業」は学習塾「栄光ゼミナール」、語学教室「シェーン英会話」等を運営しております。「教育ソ

リューション事業」は学校、学習塾等の教育機関に対する総合支援事業を展開しております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であります。

 報告セグメントの利益は営業利益ベースの数値であります。

 セグメント間の内部利益及び振替高は市場実勢価額に基づいております。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

 前連結会計年度（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）

            （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 調整額 
連結 

財務諸表 
計上額   教育事業 

教育ソリュー
ション事業 

計 

売上高              

外部顧客への売
上高 

34,085,076 6,682,780 40,767,857 1,232,614 42,000,471 － 42,000,471 

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

34,470 1,957,242 1,991,713 2,495,647 4,487,360 △4,487,360 － 

計 34,119,547 8,640,023 42,759,570 3,728,261 46,487,832 △4,487,360 42,000,471 

セグメント利益 5,299,583 637,662 5,937,246 148,478 6,085,724 △2,004,868 4,080,855 

セグメント資産 12,416,715 4,470,463 16,887,179 1,668,632 18,555,811 6,829,027 25,384,839 

その他の項目              

減価償却費 647,575 63,777 711,352 33,752 745,105 189,111 934,216 

のれんの償却額 149,040 29,319 178,360 － 178,360 － 178,360 

減損損失 188,075 2,553 190,628 － 190,628 528,489 719,117 

有形固定資産及び 
無形固定資産の 
増加額 

1,028,534 218,063 1,246,598 37,975 1,284,573 79,235 1,363,809 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、印刷事業等であります。
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 当連結会計年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）

            （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 調整額 
連結 

財務諸表 
計上額   教育事業 

教育ソリュー
ション事業 

計 

売上高              

外部顧客への売
上高 

34,144,830 6,645,659 40,790,490 1,351,271 42,141,762 - 42,141,762 

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

22,867 1,610,625 1,633,493 1,960,797 3,594,290 △3,594,290 - 

計 34,167,698 8,256,285 42,423,984 3,312,068 45,736,052 △3,594,290 42,141,762 

セグメント利益 5,303,875 816,140 6,120,016 116,019 6,236,035 △1,951,212 4,284,823 

セグメント資産 13,251,576 4,246,625 17,498,202 1,625,651 19,123,853 6,404,367 25,528,221 

その他の項目              

減価償却費 734,649 107,629 842,278 29,396 871,675 122,275 993,950 

のれんの償却額 149,040 30,756 179,796 - 179,796 - 179,796 

減損損失 288,523 20,024 308,548 - 308,548 10,155 318,703 

有形固定資産及び 
無形固定資産の 
増加額 

909,555 116,021 1,025,577 4,884 1,030,462 72,401 1,102,863 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、印刷事業等であります。

 

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで）

当連結会計年度
（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

 
１株当たり純資産額 624.58円

１株当たり当期純利益金額 73.72円
 

 
１株当たり純資産額 693.23円

１株当たり当期純利益金額 91.25円
 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 「１株当たり純資産額」及び「１株当たり当期純利益金

額」を算定するための普通株式の自己株式数においては、

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口）が所有す

る当社株式（当連結会計年度末現在663,500株）につい

て、連結財務諸表及び財務諸表において自己株式として認

識しており、当該株式が控除されております。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 「１株当たり純資産額」及び「１株当たり当期純利益金

額」を算定するための普通株式の自己株式数においては、

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口）が所有す

る当社株式（当連結会計年度末現在514,000株）につい

て、連結財務諸表及び財務諸表において自己株式として認

識しており、当該株式が控除されております。

 （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで）

当連結会計年度
（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

当期純利益金額（千円） 1,534,740 1,942,268

普通株主に帰属しない金額（千円） - -

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 1,534,740 1,942,268

期中平均株式数（株） 20,816,570 21,284,407

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 
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